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（別添） 

強度行動障害支援者養成研修事業の実施について（運営要領） 新旧対照表 
 

改正後 現行 

障発０８０３第１号 

平成２９年８月３日 

一部改正  障発０５０７第４号 

令和元年５月７日 

一部改正 障発０５２０第１号 

令和２年 5 月２０日 

一部改正  障発 0324 第２号                                              

令和３年３月 24 日 

一部改正 障発●●●●第●号 

令和５年●月●日 

 

 各都道府県知事 殿 

 

 

           厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

                   （公 印 省 略） 

 

 

強度行動障害支援者養成研修事業の実施について（運営要領） 

 

   障発０８０３第１号 

平成２９年８月３日 

一部改正  障発０５０７第４号 

令和元年５月７日 

一部改正 障発０５２０第１号 

令和２年 5 月２０日 

一部改正  障発 0324 第２号                                              

令和３年３月 24 日 

 

 

 

 各都道府県知事 殿 

 

 

           厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

                   （公 印 省 略） 

 

 

強度行動障害支援者養成研修事業の実施について（運営要領） 
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改正後 現行 

行動障害を有する者のうち、生活環境への著しい不適応行動を頻回に示す、いわゆ

る｢強度行動障害｣を有する者に対する支援者養成研修については、厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知｢地域生活支援事業等の実施について(障発第 0801002

号)｣(以下「実施要綱」という。)において、都道府県地域生活支援促進事業の｢強    

度行動障害支援者養成研修（基礎研修）事業｣及び｢強度行動障害支援者養成研修（実

践研修）事業｣として位置づけられたところである。 

この実施要綱において、当該研修事業の内容は｢運営要領等に基づき実施する研修

事業｣としていたところであるが、事業内容等については、下記のとおりとするので

御了知の上、研修事業の適正かつ円滑な実施を図られたい。 

なお、本通知の施行に伴い、「強度行動障害支援者養成研修事業の実施について

（運営要領）」（平成 27 年 3 月 3 日障発 0303 第 2 号厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部長通知）は、廃止する。 

 

 

記 

 

 

１～２ （略） 

 

３．研修対象者等 

（１）基礎研修 

（ア）研修対象者 

原則として、障害福祉サービス事業所等において、知的障害、精神障害の

行動障害を有する者のうち、生活環境への著しい不適応行動を頻回に示す、いわゆ

る｢強度行動障害｣を有する者に対する支援者養成研修については、厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知｢地域生活支援事業等の実施について(障発第 0801002

号)｣(以下「実施要綱」という。)において、都道府県地域生活支援促進事業の｢強  

度行動障害支援者養成研修（基礎研修）事業｣及び｢強度行動障害支援者養成研修（実

践研修）事業｣として位置づけられたところである。 

この実施要綱において、当該研修事業の内容は｢運営要領等に基づき実施する研修

事業｣としていたところであるが、事業内容等については、下記のとおりとするので

御了知の上、研修事業の適正かつ円滑な実施を図られたい。 

なお、本通知の施行に伴い、「強度行動障害支援者養成研修事業の実施について

（運営要領）」（平成 27 年 3 月 3 日障発 0303 第 2 号厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部長通知）は、廃止する。 

 

 

記 

 

 

１～２ （略） 

 

３．研修対象者等 

（１）基礎研修 

（ア）研修対象者 

原則として、障害福祉サービス事業所等において、知的障害、精神障害の  
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改正後 現行 

ある児者を支援対象にした業務に従事している者、今後従事する予定のある

者若しくは障害福祉サービス事業所等の連携医療機関等において治療に当た

る医療従事者又は障害福祉サービス事業所等と連携し強度行動障害のある児

童生徒の支援に当たる特別支援学校の教師等とする。 

なお、特別支援学校の教師等を研修の対象者とする場合、障害福祉サービ

ス事業所等の職員と特別支援学校の教師等が連携して強度行動障害を有する

児者の支援にあたる体制づくりを進めることを趣旨としていることから、障

害福祉サービス事業所等の職員に加えて特別支援学校の教師等が参加するよ

うにすること。 

（イ）～（ウ）（略） 

 

（２）実践研修 

（ア）研修対象者 

基礎研修を修了した者のうち、原則として、障害福祉サービス事業所等にお

いて、知的障害、精神障害のある児者を支援対象にした業務に従事している者、

今後従事する予定のある者若しくは障害福祉サービス事業所等の連携医療機

関等において治療に当たる医療従事者又は障害福祉サービス事業所等と連携

し強度行動障害のある児童生徒の支援に当たる特別支援学校の教師等とする。 

なお、特別支援学校の教師等を研修の対象者とする場合、障害福祉サービス

事業所等の職員と特別支援学校の教師等が連携して強度行動障害を有する児

者の支援にあたる体制づくりを進めることを趣旨としていることから、障害福

祉サービス事業所等の職員に加えて特別支援学校の教師等が参加するように

すること。 

ある児者を支援対象にした業務に従事している者、若しくは今後従事する予 

定のある者又は障害福祉サービス事業所等の連携医療機関等において治療に  

当たる医療従事者とする。 

 

 

 

 

 

 

（イ）～（ウ）（略） 

 

（２）実践研修 

（ア）研修対象者 

基礎研修を修了した者のうち、原則として、障害福祉サービス事業所等にお

いて、知的障害、精神障害のある児者を支援対象にした業務に従事している者、

若しくは今後従事する予定のある者又は障害福祉サービス事業所等の連携医

療機関等において治療に当たる医療従事者とする。 
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改正後 現行 

（イ）～（ウ）（略） 

 

４～12 （略） 

 

別紙１～８ （略） 

（イ）～（ウ）（略） 

 

４～12 （略） 

 

別紙１～８ （略） 

 


